
渋谷区居住支援協議会の
設立について

資料②



設立の目的

立退きなど様々な理由により、

区内で入居先が見つけられない高

齢者世帯等の住宅確保要配慮者に

対して、渋谷区、居住支援法人、

福祉団体、不動産団体等が協力・

連携して、民間賃貸住宅への円滑

な入居の促進を図るための課題検

討や情報共有を行う場として、居

住支援協議会を設立する。

協力依頼
情報共有

住宅確保要配慮者 物件オーナー

円滑な
賃貸借契約

住宅情報の提供
同行支援

見守りサービス
家賃低廉化補助

行政
住宅・福祉

不動産関係
団体

居住支援法人・
福祉団体

連携

情報共有・取組方向性示唆

連携

居住支援協議会
・課題検討 ・PDCAによる継続的な取組の改善
・他事例検証 ・情報共有
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現状の課題抽出（居住支援アンケートの実施）

◆目的

各窓口などで行われている住まいの相談をもとに、課題や支援ニーズを把握し、居住支援協議会の

運営・事業内容検討 の基礎資料とする。

◆対象

福祉部：高齢者福祉課高齢者相談支援係・サービス事業係、生活福祉課生活支援主査、

障がい者福祉課身体福祉係、子ども家庭部：子ども家庭支援センター

地域包括支援センター、民生委員、社会福祉協議会

◆調査内容

住宅確保要配慮者からの民間賃貸住宅入居に係る相談事例

（相談者の属性・年齢・主な相談内容・必要だと思う支援）
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1. 住宅確保要配慮者向け物件情報について

・低所得高齢者でも契約可能な物件情報を提供してほしい

・バリアフリー対応物件、児童らの養育に必要な広さの物件情報を提供してほしい

2. 住宅確保までの支援体制について

・行動に制限がある高齢者、障がい者への訪問や不動産店同伴支援が必要

・住宅確保要配慮者専用の相談窓口があるといい

3. 情報発信手段について

・PCを使えない高齢者等が協力不動産店一覧を見ることができない

4. 保証人の支援、死亡後の手続に係る支援体制

・保証人不要物件の情報がほしい

・死亡後の手続に係る相談先がわからない

【参考】居住相談アンケート 回答抜粋
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5. 低廉な家賃の住宅確保について

・公営住宅の当選確率が低く、なかなか入居できない、区営優先入居の仕組みが欲しい

・家賃の安い住宅の供給を増やしてほしい

6. 転居費用について

・生活保護対象外、貸付も利用できない方の費用工面が困難

7. 家賃負担について

・現在の家賃が高いため転宅したい、仕事が減ってきて家賃が払えない

8. その他

・リバースモーゲージ制度の周知

・一時的な居所の支援

・民間賃貸住宅に住み続けるために準備しておくといいことなどを知る機会が欲しい

（独居高齢者向けの相談会等）

・住宅確保要配慮者の住み替え先として空き家の活用
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現状の支援体制における課題

ネットワークで解決 金銭的課題

セーフティネット法対象外

⒈住宅確保要配慮者向け物件情報

⒉住宅確保までの支援体制

⒊情報弱者への情報発信手段

⒋保証人、死亡後の手続に係る支援

⒏その他 高齢者向け相談会

空き家の利活用

⒍転居費用の工面が困難

⒎家賃負担が大きい

⒏その他

リバースモーゲージ制度

⒌低廉な家賃の住宅確保

R4.7実施：庁内・関係団体アンケート結果より
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・協力不動産店との連携 物件照会
・各相談窓口での適切な情報提供
・伴走型支援の実施
・債務保証制度の対象保証会社拡充・周知
・セーフティネット専用住宅の普及・促進

など

ネットワークの強化

・専用相談窓口の設置
・伴走型支援の拡充
・家賃低廉化補助
・葬儀、残置物撤去などの費用助成
・セーフティネット専用住宅の拡充

など

更に必要な支援検討

〇関係機関同士のネットワーク強化による現状の事業の最有効化を目指す。

〇更に有効な支援策について洗い出しを行い、事例を踏まえ適正な支援策を検討する。

〇セーフティネット専用住宅の普及・拡充などを行い、低廉な民間住宅の確保を検討する。

取組イメージ
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取組 R4（現状） R5 R6

①住宅確保要配慮者向け物件の
情報発信、協力体制の強化

・協力不動産店一覧の配
布・HP掲載

・協力不動産店物件一斉照
会体制検討

継続

②民間賃貸住宅の確保に向けた
要配慮者に対する伴走型支援

・居住支援法人と協定・要
綱整備

・契約手続同行支援開始 継続

③情報弱者への情報発信手段
・区ニュース・HP掲載、
各窓口での情報提供

・各窓口等による情報発信
（全民協、地域包括連絡会
等）

継続

④保証人・死亡後の支援
・債務保証料補助
・見守りサービス利用料補
助

・補助対象保証業者拡充
・見守りサービス事業内容
見直し

・保証料補助継続
・見守りサービスの拡充

⑤低廉な家賃の住宅確保
・セーフティネット専用住
宅制度実施

・セーフティネット専用住
宅の登録促進（セミナー等
実施）

継続

短期取組イメージ
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